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食品産業の海外展開

2



みずほ産業調査部の食品産業海外展開サポートの位置づけ

 みずほ銀行産業調査部では、日系食品産業のアジア展開には、地場の有力食品メーカー（兼ディストリ
ビューター）とのパートナーシップ形成が不可欠であるとの仮説のもと、２００９年１０月より「アジア食品プロ
ジェクト」を始動。

現地企業とのディスカッション 活動概要

産業調査部のアジア食品プロジェクト概要産業調査部のアジア食品プロジェクト概要

中国
12社

アジア企業 日本企業

タイ
15社

ベトナム
12社

フィリピン

日本
約60社インド

13社

マレーシア
6社

ネシア

5社 提携ニーズの把握と
日系企業の紹介

海外戦略の把握と
アジア企業の紹介

13社

日本企業・現地企業と成長戦略をディスカッション
双方のアライアンスニーズを整理

食品カテゴリーや対象地域ごとの共通要素を整理
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双方のアライアンスニ ズを整理

3（出所）みずほ銀行産業調査部作成



 タ ゲ トとする市場 より 戦略は異なる

食産業の海外展開におけるビジネスモデル

タ ゲ ト層（所得層）タ ゲ ト層（所得層） タ ゲ ト市場の特徴タ ゲ ト市場の特徴 ビジネ デルビジネ デル 必要な要素必要な要素

 ターゲットとする市場により、戦略は異なる。

 同質化・標準化が進む市場では食品のコモディティ化に備えた「価値訴求力」、同質化・標準化予備軍の市場に
はボリュームゾーンを早期に捉える「スピード」、ローカル適応が必要なBOP市場では「問題解決力」が重要に。

輸出 価値訴求力１

ターゲット層（所得層）ターゲット層（所得層） ターゲット市場の特徴ターゲット市場の特徴 ビジネスモデルビジネスモデル 必要な要素必要な要素

同質化・標準化
が進む市場

輸出 価値訴求力１
高

所得者層

日本
市場

進 市場
（先進国と同じような
ライフスタイル）

現地生産
現地販売

2

価格訴求力

スピード

現地企業との
パ プ

同質化・標準化
予備軍の市場

パートナーシップ中間所得者層

インクルーシブ
ビジネス*

問題解決力

現地公的組織・
企業とのパート
ナーシップ

3低所得者層
ローカル適応と
社会問題解決
が必要な市場
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ナーシップ

（注）インクルーシブビジネス：発展途上国の経済構造の底辺（BOP, Base of the Pyramid）で生活する人々を、消費者、生産者、或い
は流通者として位置づけ、様々な付加価値の創出プロセス（バリューチェーン）に参加を求めていくビジネス形態 4
（出所）みずほ銀行産業調査部作成



アジアの食品小売市場～組織小売（MT）と伝統小売（TT）～

 新 市場 組織 売（ ） 伝統 売（ ） が存在

組織小売（MT） 伝統小売（TT）

アジア諸国のＭＴとＴＴの比率（2012）アジア諸国のＭＴとＴＴの比率（2012）

高高

 アジア新興国市場は、組織小売（Modern Trade）と、伝統小売（Traditional Trade）の２つが存在。

シンガポール

マレーシア

タイ

インドネシア

1人当たり

高高

インドネシア

フィリピン

ベトナム

インド

GDP

新興国市場で凡そ共通

0% 20% 40% 60% 80% 100%

インド
低低

アジア新興国のＭＴとＴＴの市場特性アジア新興国のＭＴとＴＴの市場特性

資本力のある大手
外資系が得意

新興国市場 凡そ共通

ＭＴ・ＴＴ両方への取組みが
理想的（出所）Euromonitor Internationalよりみずほ銀行産業調査部作成

顧客層 アッパーミドル以上 ローワーミドル以下

MT：Modern Trade
スーパーマーケット、CVSなど

TT：Traditional Trade
所謂パパママショップと呼ばれる
家族経営の小規模商店

商品スペック 大きく変更せずとも可 小袋・ワンコインが基本

販売 ＴＶＣＭなどの広告宣伝 店頭陳列シェア

物流 容易 難

地場企業が得意

Copyright © 2014 Mizuho Bank , Ltd.  5

収益性 小売のリベートが高く利益確保が課題 量を売れば利益が出る

物流 容易 困難

（出所）みずほ銀行産業調査部作成



輸出１

輸出ビジネスに必要な仕組み

 日本市場側では、少量多品目の商品を安定供給し一定程度のロットを確保するために、各食品メーカーをコー
ディネートする事業者が必要。

 また、海外市場側でも、馴染みの薄い日本食品について継続的なプロモーションを展開しＭＴを中心とした小売
店への販売ネットワークを持つ事業者が必要。

食品輸出をボリュームある事業にするために必要なこと食品輸出をボリュームある事業にするために必要なこと

店 販売 ッ 持 事業者 必要。

日本・海外市場ともに、中間コーディネーターの役割を担うプレイヤーが必要

食品メーカー 大型ス パ

日本市場 海外市場

中 デ ネ タ 必 性

日系
卸売企業

食品メ カ

食品メーカー

食品メーカー

大型スーパー

チェーン店

輸入食品専用スーパー

現地
代理店

中間コーディネーターの必要性

食品メーカー

食品メーカー

コンビニエンスストア

輸入食品専用ス パ

一般消費者

安定供給 プロモーション

食

ロット確保 販売・物流
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（注）実際は、現地代理店に日系卸売企業が一部出資するケース等も想定されるが、ここでは、単純化した概念を図示

6（出所）みずほ銀行産業調査部作成



現地生産・現地販売のバリューチェーン

現地生産・現地販売2

 多く ジ 新興 全 をカ す デ ビ タ が少なく 系 カ 売網 構築が課題 多くのアジア新興国では、全国をカバーするディストリビューターが少なく、日系メーカーは販売網の構築が課題
（特にTTチャネル比率が高い新興国）

 現地製造・現地販売においては、参入当初は原料調達・流通・販売を現地パートナーに求める傾向

【日本と新興国における流通網（イメージ）】 【新興国におけるバリューチェーンと主なプレーヤー（イメージ）】

原料調達 製造 流通 販売

外食店

【日本と新興国における流通網（イメ ジ）】 【新興国におけるバリュ チェ ンと主なプレ ヤ （イメ ジ）】

日本

全国をカバーする卸売事業者

メーカーは製造に専念できる

Supermarket

Modern Trade
輸入

生産者 小売店舗

Traditional Trade
現地調達

現地製造

【 プ （ ）】

生産者

生産者

小売店舗

小売店舗

卸売業者

商社

日系食品メーカー

現地食品メーカー

現地食品メーカー
現地食品メーカー

現地ディストリビューター

日系食品メーカー
日系ディストリビューター

現地小売事業者

現地外食事業者

日系小売事業者（MT）
日系外食事業者

【バリューチェーンにおける主なプレーヤー（例）】新興国

卸売事業者は特定エリア・チャネルをカバー

メーカーは製造に加えて販売網の構築が必要

販売網を持つ現地パート
ナーとの提携事例が多い

提携相手は流通系とメー
相

TTの開拓には地場ネット
ワークが必須。
近年MTチャネルの拡大に

市場が変 あ

日系食品メーカー主導。
現地食品メーカーと販売
面で提携するケースでは、

販売網を持つ現地パート
ナーに原料調達面でもサ
ポートを依頼するケースが
多

日系ディ トリ タ

生産者
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カー系の2パターン。相手
がメーカーの場合はコンフ
リクトが課題となるケースも
（詳細次ページ）

より市場が変化しつつある。
外資規制によりMTの拡大
が制限されている点が課
題

現地メーカーも製造への
関与を志向する傾向。製
造と販売でコンフリクトが起
こるケースも

多い。

一次産品の品質や安定調
達に課題

生産者

生産者 小売店舗
（TT+MT）

ディストリビューター
（出所）みずほ銀行産業調査部作成



アジア企業と日系食品企業との提携分類

現地生産・現地販売2

アジア企業との提携は大きく以下の二つに分類される。
① 流通商社型 － 流通卸、商社との提携

② 食品ﾒｰｶｰ型 － 食品ﾒｰｶｰとの提携

食品ﾒ ｶ 型は 地場企業 事業内容 業界ﾎﾟｼﾞｼ ｸﾞ等に応じた提携戦略 見極めが肝要食品ﾒｰｶｰ型は、地場企業の事業内容、業界ﾎﾟｼﾞｼｮﾆﾝｸﾞ等に応じた提携戦略の見極めが肝要。

アジア企業と日系食品企業の提携分類

流通商社型流通商社型流通商社型流通商社型 食品ﾒｰｶｰ型食品ﾒｰｶｰ型食品ﾒｰｶｰ型食品ﾒｰｶｰ型

地場企業の事業内容、業界での位置付け
等の要因により 提携 ズ等は異なる流通企業、商社等との提携 等の要因により、提携ニーズ等は異なる。

地場企業をカテゴライズし、提携戦略を見
極める必要有り。

日系製品提供
日系製品提供

地場製品
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地場販売網提供
地場製品・
販売網提供

（出所）みずほ銀行産業調査部作成



各提携パターンにおける地場企業分析

現地生産・現地販売2

地場企業の特徴
生産 物流

販売

地場企業の強み
地場企業の日系企業に

対するﾆｰｽﾞ

地場企業のニーズ把握とニーズのアップデートが必須

R&D 生産 物流
販売

ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ

高

対するﾆ ｽ

流通商社型提携1
 低い製造ノウハウ
 流通に強み× × ◎ ◎  分野問わず、強いブランドの

商品の取り扱い

流通商社型流通商社型流通商社型流通商社型

 多角化経営

○ ○ ○
 地場企業の弱い事業分野を

食品ﾒｰｶｰ型食品ﾒｰｶｰ型食品ﾒｰｶｰ型食品ﾒｰｶｰ型

地場企業から
見た提携イン
セ ブ日系ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ活用日系ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ活用&&  モノライン経営

△ ○ ○ ○
 日系ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ＆技術を用いて、

カーブアウト型提携カーブアウト型提携2  ﾏｰｹｯﾄｼｪｱが低い
（≒ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ力が弱い）

△ ○ ○ ○ 日系ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ＆技術を用いて
梃子入れ

センティブ日系ﾌ ﾗﾝﾄ 活用日系ﾌ ﾗﾝﾄ 活用&&
多角化型提携多角化型提携3  ﾏｰｹｯﾄｼｪｱが低い

（≒ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ力が弱い）
△ ○ ○ ○ ①既存分野の強化、②周辺

事業への参入

 モノライン経営

○ ◎ ○ ◎  日系技術＆既存商品を用い

低

多角化型提携多角化型提携4  ﾏｰｹｯﾄｼｪｱが高い
（≒ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ力が強い）

○ ◎ ○ ◎  日系技術＆既存商品を用い
て、周辺事業への参入

海外進出 提携海外進出 提携
 多角経営

◎ ◎ ◎ ◎
 国内は自社ﾘｿｰｽで十分
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低海外進出型提携海外進出型提携5  ﾏｰｹｯﾄｼｪｱが高い
（≒ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ力が強い）

◎ ◎ ◎ ◎  提携ﾆｰｽﾞは海外進出、新規
事業展開等に限定

（出所）みずほ銀行産業調査部作成



ＢＯＰ市場参入事例とインプリケーション

インクルーシブビジネス3

アフリカ 15カ国
コカ・コーラ販売

南米アマゾン川流域
粉ミルクやアイスクリームを販売

ガーナ
乳幼児向け栄養強化食品を販売

コカ・コーラ ネスレ 味の素

ラ販売 粉 クや イ クリ を販売 乳幼児向け栄養強化食品を販売

製品への需要はあるが、
物流インフラが未整備 アマゾン川の流域には、80万もの孤

 ガーナでは幼児の栄養不足
問題が深刻

流通センターがない。
道が狭く、配送トラックが通れない

立した人々が存在。  同社は栄養不足を解決
するアミノ酸技術を保有

技術力の活用・現地機関との連携ブランディング、物流の工夫魅力的な商品、物流の工夫

• Nestleの名を冠した小型船「Nestlé Até
• 現地政府・NGO・大学等との連携し、乳幼児
の栄養不足解消を目指す

• 現地における試験を通じ、伝統離乳食Koko
に添加する栄養強化食品（当社アミノ酸技術
活用）を開発・販売

• 現地企業への技術移転により 雇用も創出

• 製品を流通させるための小型流通センターを
設立（3000カ所）。

• トレーナーを派遣し、事業運営をサポート
• 小型流通センターや小型車の活用で、狭い
道幅や店舗スペースの問題を解決

• アフリカ15カ国で13,500人以上の雇用創出。

Você（あなたを訪ねるネスレ）」に、小さな
スーパーマーケットを乗せて、毎月運行

• アイスクリームや乳児用ミルクをはじめ、お
よそ300の加工したブランド製品であり、小
さなパックで販売

• アマゾン川流域18の村を3週間で訪問 • 現地企業への技術移転により、雇用も創出アフリカ15カ国で13,500人以上の雇用創出。

CSRとは一線を画し BOP層をバリューチェーンに取り込んで市場を創造 → 強力な販路が財産に

• アマゾン川流域18の村を3週間で訪問
• 地域の女性を販売員を組織

Copyright © 2014 Mizuho Bank , Ltd.  10

（出所）各社公表資料よりみずほ銀行産業調査部作成

CSRとは 線を画し、BOP層をバリュ チェ ンに取り込んで市場を創造 → 強力な販路が財産に



食品産業の海外展開における共通課題～現地のマネジメント人材の確保

 事業展開や商品開発に必要な情報は、どの産業でも多岐にわたるが、食品産業では、生活習慣、食習
慣、嗜好の差が地域レベル（国レベルよりも細かい）で異なること、それらが人口構成や家族構成の変化
で変動する点にも対応する必要がある。

 これらの要素に対応するためには 日本人では限界があり 日本の組織風土や企業文化に馴染んだマ これらの要素に対応するためには、日本人では限界があり、日本の組織風土や企業文化に馴染んだマ
ネジメント能力のある現地人を確保することが重要

・気候・風土 ・取引交渉術 ・人脈作りノウハウ・小売動向

現地の経験で培われる情報

気候 風土

・歴史・宗教

・価値観

ライフスタイル

取引交渉術

・採用・募集方法

・マネジメント手法

原料関連情報

人脈作りノウ ウ

・ニセモノ摘発方法

小売動向

・購買行動

・食習慣

嗜好の変化・ライフスタイル ・原料関連情報・嗜好の変化

食品産業で

特に重要

より緻密な

運用が必要

仮説構築のためのケーススタディと、
それを活用する人材活用術としての「人の現地化」が極めて重要な産業

日本の組織風土や企業文化にも馴染んだ

地 ネジ 材 確保が極め 重

Copyright © 2014 Mizuho Bank , Ltd.  

現地のマネジメント人材の確保が極めて重要

（出所）みずほ銀行産業調査部作成 11



日本政府としての支援策～現地のマネジメント人材の育成

 香川大学では、国内の食品企業とも連携し、海外より留学生を受け入れ食品産業界で活躍する優秀な
人材を育成するプログラムを実施

 こうした取り組みに対して、将来の現地でのマネジメント人材を育成することを目的に、国の政策支援も求
められる

人材育成事例 ー香川大学「日本の食の安全」留学特別コースー

 経済産業省と文部科学省の共同事業「アジア人財資金構想」からスタート。参加した23大学
のうち 香川大学は唯 食品に特化したコ スを設置

められる

のうち、香川大学は唯一食品に特化したコースを設置

 海外より修士課程の留学生を受け入れ、企業とのインターンシップを含めた協同事業であり、
卒業後の多くは日本企業に就職

 日本語能力や日本文化を正しく理解した優秀な国際人、かつ経営感覚を身に付けた企業幹部
となりうる人材を育成

 四国経済産業局などとの連携のもと、味の素やニチレイフーズなど約10社の日本企業が参加
し、コンソーシアム形式で活動

プログラム参画企業

・味のちぬや

・味の素

・テーブルマーク

・ニチレイフーズ

プログラム参画企業

・伊勢丸食品

・オーブン（2009～2013年）

・おたふくソース

・日清食品ホールディングス

・日本食研

・ハマダフードシステム

Copyright © 2014 Mizuho Bank , Ltd.  

おたふくソ ス

・キング醸造

・ハマダフードシステム

・ホワイトフーズ

（出所）香川大学ホームページよりみずほ銀行産業調査部作成 12
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アジア各国の小売マーケットの概要（概観図）

小売

魅力度 高

 小売市場の進出先を検討するに当たっては、外資参入規制及び現地市場の成熟度がポイントとなる。加えて、
現地のマーケットの大きさ、成長性も重要な指標。

 こうした観点からは、下図に示す通り中国、タイ、ベトナムなどが魅力的な市場と考えられる。

低
（参
入

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ

魅力度 高

日本（点線）
規制無し

入
障
壁

低
）

ﾏﾚｰｼｱ

ﾌｨﾘﾋﾟﾝ

規制少

外
資
参
入
規
制

中国

ﾌｨﾘﾋ ﾝ

ﾍﾞﾄﾅﾑタイ
制度面以外
の参入障壁

参入可

制
の
高
さ 高

（参
入

参入障壁の高さを縦軸に、参入余地の大きさ
を横軸にとり、外資系小売企業が参入する場
合の魅力度を示した。

の参入障壁
有り

実質不可

入
障
壁

高
）

インド

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ
円の大きさは各国の小売マーケットの規模を表
し、円の色はマーケットの成長性（橙色･･･2001
～2006実質成長率が二桁台の国、緑･･･それ
以下の国）

参入不可

Copyright © 2014 Mizuho Bank , Ltd.  

小売市場に占める組織小売業の
構成比

高（参入余地 小）ＭＴ多 低（参入余地 大）ＴＴ多
（出所）「小売業の国際展開に関する調査報告書」
（経済産業省）をもとに、みずほ銀行産業調査部作成
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小売で先行する日系CVSのASEAN戦略

 小売 中 もCVSは 本固有 ウ ウ あり 他 小売業態 比し 積極的 海外進出を進め る

小売

 小売の中でもCVSは日本固有のノウハウであり、他の小売業態に比して積極的に海外進出を進めている。
 外資規制対応、現地有力出店場所の確保、商慣習適応等の観点より、CVSの海外展開についてはパートナーと
の提携が不可欠であると日系各社は判断している状況。

 如何に早く市場参入するかがシェア獲得において重要であり、日系各社は有望市場への早期新規進出を目指し
提携パートナーを模索している提携パ トナ を模索している。

日系CVSの海外戦略

CVS パートナー 形態 店舗数

中国 (北京) 北京王府井百貨店 合弁 1 917

国名
2012年中の進出報道
も 期 が セ 主要国 唯

最近のトピックス

ﾛｰｿﾝ ｾﾌﾞﾝ-ｲﾚﾌﾞﾝ
（2013年7月時点）

( )
(大連) 衆地集団 合弁

タイ CPグループ FC 7,041
台湾 FC 4,851
フィリピン FC 847
韓国 韓国ロッテ FC 7,031
香港 FC 1,544
シ ガポ FC 570

1,917

統一グループ

デイリーファームグループ MyanmarMyanmar

も、延期。インフラが
未整備、中間層の広
がりが限定的等の理
由を表明。

アセアン主要国で唯
一進出事例が無い
国。米国7-11と日本
7-11でパートナーを
選定中も、決定打な

し。

ｾﾌﾞﾝ-
ｲﾚﾌﾞﾝ

シンガポール FC 570
マレーシア ベルジャヤグループ FC 1,419
インドネシア モダングループ FC 120
中国 (上海) 華聯集団 合弁

(大連) 亜恵 合弁
インドネシア Alfaグループ FC 84
タイ サハグループ 合弁 7

368

デイリ ファ ムグル プ

VietnamVietnam

ThailandThailand

13年5月既往合弁先の
フータイとの提携解消。
フータイへのTCCグループ
の資本参加が背景 新た

ﾛｰｿﾝ
ﾌｧﾐﾘｰﾏｰﾄ

ﾌｧﾐﾘｰﾏｰﾄ

タイ サハグループ 合弁 7
韓国 BCF retail Co., Ltd. 合弁 7,694
中国 頂全 合弁 994
台湾 伊藤忠商事 合弁 2,864
タイ セントラルグループ 合弁 877
フィリピン アヤラグループ 合弁 7
インドネシア SFM Holdings Co., Ltd. 合弁 8

MalaysiaMalaysia

提携先のベルジャヤ
グループが7-11の運

の資本参加が背景。新た
なパートナーを模索中。

従来サハグループと資
本提携を行っていたが、
12年9月よりセントラルグ
ループとの新提携開始。
セントラルの持つ

ﾌｧﾐﾘｰ
ﾏｰﾄ ｾﾌﾞﾝ-ｲﾚﾌﾞﾝ

ﾌｧﾐﾘ ﾏ ﾄ

インドネシア SFM Holdings Co., Ltd. 合弁 8
韓国 味元通商 合弁 1,917
中国 青島イオン 独資 55
フィリピン ゴコンウェイグループ 合弁 345
ベトナム チュングウェングループ FC 17

グル プが7-11の運
営母体をIPO或いは売
却を示唆。他CVS
チェーンが興味を示す。

CVS(Daily Tops)も
Family Martブランドへ。

事業者コメント

ﾐﾆ
ｽﾄｯﾌﾟ
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日系CVS X社

日系CVSの最大の特徴は、QSC(Quality, Service, Cleanliness)に集約される。24時間営業、店舗出店場所ノウ
ハウ、丁寧な接客、ATMや宅配便等の周辺サービス、店内の清潔さ等は圧倒的な差別化が実行済み。一方課題
は、Qualityにあたる商品開発力や、きめ細やかな配送サービスによる欠品防止や鮮度管理等。
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小売の海外展開における課題

小売

 市場参入に関しては、外資規制の緩和が最大の課題

 インドネシア、マレーシアは外資規制によってそもそも参入が不可能

 外資全面禁止ではなくとも出資比率がマイノリティに留まると日系CVSの強みを主体的に発揮できず

 加えて 出店規制等の各種事業規制の運用が不透明であることも参入障壁に 加えて、出店規制等の各種事業規制の運用が不透明であることも参入障壁に

「外資系小売業の参入規制(出資、出店規制)緩和の働きかけ」（事業者コメント）

 また、参入後の店舗拡大に関しては、 地場企業との差別化にむけた①日本からの中小のベンダーの進
出も含めたサプライヤ の高度化や②コ ルドチ ン構築が課題

期待する支援

出も含めたサプライヤーの高度化や②コールドチェーン構築が課題
「中小ベンダーでも進出が進む様な資金面・人材面・情報提供面等でのサポート体制整備」 （事業者コメント）

「現地道路や電力、コールドチェーン構築の為の一層のインフラ整備支援」（事業者コメント）

事業者が期待する支援策（ヒヤリング結果）事業者の課題認識（ヒヤリング結果）

期待する支援

 経営自由度向上に向けた外資系小売業の参入
規制(出資 出店規制)緩和の働きかけ

事業者が期待する支援策（ヒヤリング結果）

市
場
参
入

事業者の課題認識（ヒヤリング結果）

 外資規制によって、日系企業による過半数の確
保が困難であり、また、出店規制も多々課される
こと。更には、規制の見解についても、中央と地方
で相違があることも 規制(出資、出店規制)緩和の働きかけ。

 各種規制や法制度の曖昧な運営の是正。

入
に
関
し
て

で相違があることも。

 日系戦略上パートナーとの提携は不可欠であるも
のの、各国パートナーとなり得る地場財閥/企業グ
ループの数に限りがある。

店

 小資本のベンダーでも進出が進む様なサポート
体制整備(資金面、人材面、情報提供面等)。

 現地道路や電力、コールドチェーン構築の為の一
層のインフラ整備支援(ODAの活用等)。

店
舗
網
拡
大
に

 地場サプライヤーの不在、日系サプライヤーの進
出難度等による商品開発力の低迷や、高品質商
品の製造が難しい。

 日本からの商品輸入が難しい。

Copyright © 2014 Mizuho Bank , Ltd.  

層のインフラ整備支援(ODAの活用等)。
 貿易の自由化(日本商品の輸入障壁削減/撤廃)

に
関
し
て

 コールドチェーン等インフラ未整備によって、欠品
防止や鮮度管理等が難しい。

16（出所）みずほ銀行産業調査部作成
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